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書評
小島清著
『海外直接投資論』
小 田 正 雄
周知のように，小島清教授はここ数年にわたって，直接投資のマクロ理論の構築に向っ
て，多くの努力を注いでこられた。本書は直接投資についての“小島理論”を集大成した
ものである。
いずれの分野においても， ユニークなアイディアを提唱し， その理論化をはかること
は，むずかしいことである。しかし小島教授は従来からこの困難な側面に強い比較優位を
持っておられ，国際経済学の分野で数々の貢献を果されてきたことは周知の通りである。
新しい貢献をしようと思えば，多くの批判やコメントを受けなければならない。本書はす
でにそのような試練を受け， それをもとにして自説を補強された論文が多く含まれてお
り，ー読して非常に興味深い研究書となっている。
本書のテーマとなっている問題に関心を持つ者として，本書の成功を心から喜びたいと
思う。
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この書物には，検討すべき実に多くの議論が含まれており，すでに内外の研究者が多く
のコメントを寄せている。このような論争の過程で生れた本書のすべてをくわしく紹介す
ることは，明らかにわたくしの能力をこえるものである。そこでここでは，わたくしの興
味にそって，いくつかの点についてコメントしてみたいと思う。
まず小島教授は，直接投資の基本理論も，一般均衡的な国際分業原理にそくして構築さ
れるべきものであるとする。このことは第1章で明確にのべられているが，他の章でもく
り返されている。そのモデルというのは， 2 国 2財 2要素のヘクシャー•オリーン・サム
エルソン (H-0-S)のモデルであり，著者が本書で展開する多くの議論は．このモデ
ルが基礎となっている。 このモデルは非常に明解であり， また応用もきくので便利であ
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る。小島教授が本書において直接投資のパターンをアメリカ型と日本型に分け，直接投資
パターンの決定因を比較利潤率に求めたり，特殊的要素モデルに否定的な態度をとられた
り，さらに直接投資と貿易の代替補完関係を明らかにされようとするのも，すべて直接投
資の理論を，一般均衡的なH-0-Sモデルによる国際分業原理にそくして作り上げよう
としていることと密接に関連している。わたくしは，著者の着想やそのアプローチからい
って，ここで展開されている理論は， “国際分業論的直接投資論”と呼ばれるべきもので
あると考える。
わたくしの判断では，このアプローチは現実の寵接投資の動きやその効果を解明し，寵
接投資がもたらす諸問題解決の糸口をつかむという点で有用であると思う。したがって，
直接投資問題に接近するいくつかのアプローチの中の1つとして，著者が展開しているモ
デルには，高い評価が与えられるぺきであると思う。
ところでこのようなアプローチから，著者は「…自由貿易の推進拡大が基本であり，海
外直接投資はそれを調和的に補完する程度に止めるべきであり，それ以上であってはなら
ない•••」1) という 1 つの命題を得ているが， その根拠は， 貿易志向的な直接投資は自由貿
易を拡大する条件を創出するので好ましいが，逆貿易志向的な直接投資はそうでないから
好ましくないということになる。このような小島命題に対して次のようなことがいえるで
あろう。
すなわち，直接投資という生産要素（ないし生産要素の集合）の自由貿易と，財の自由
貿易との優劣は，直接投資をどのように定義するかということに決定的に依存するが，
R. Mundellが明らかにしたように2)' もし生産要素が non-specificで， 要素価格均等
化命題が成立するような諸仮定の下では，要素貿易（直接投資）と財の貿易とは，最終的
な均衡において同じであり，したがって両者は厚生水準の点からみて無差別である。した
がってまた，このような場合には，小島教授のように，直接投資よりも財の自由貿易にプ
ライオリティを与えることはできない。
この点で，池本清教授は最近の優れた研究で8).直接投資をある産業に特殊的な技術と
資本のミックスしたものの移動であると定義して，直接投資は自由貿易だけの状態よりも
世界の厚生水準を高めることを明らかにされている。もしそうであれば，小島教授とは逆
1)本書 p.122~123 
2) R. Mundell, "International Trade and Factor Mobility•, A.E.R. (June) 1957 
3)池本清「海外直接投資の理論的分析」『神戸大学経済研究年報」 1975,p. 81 
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に，自由貿易よりもむしろ直接投資にプライオリティを与えるべきだということになる。
小島教授の場合， 「直接投資を特殊的生産要素の移動とみなす理由も必要もない」4)とし
て， H-0-S的な非特殊的要素モデルで考察されているので，それにも拘らず，直接投
資よりも自由貿易の方がベターであるということをいうためには， H.Johnsonが経済統
合の理論で5)' 工業生産選好という非経済的な目的を導入したように， 自由貿易の拡大
が，独自の利益をもたらすものと考えなければならない。そうでない限り，小島教授のよ
うに，庫接投資よりも自由貿易にプライオリティを与えることはできないであろう。
次に小島教授は，直接投資のパターンを貿易志向的な型と逆貿易志向的な型に分類され
る。これは小島教授のエッセンスで，興味ある分類であると思う。しかし何故前者が競争
的企業によって行なわれ，後者が独占ないし寡占的企業によって行なわれなければならな
いのかという点が納得的でない。小島教授は R.Vernonゃ S.Hymerらの研究から，
寵接投資は独占利潤確保のために行なわれるとする6)。しかし技術革新的なアメリカの寵
接投資は，また同時にかなりの程度に競争的な企業によって行なわれている。他方我国な
どでは，比較劣位化した繊維産業が商社と組んで，東南アジアに進出しているが，そこで
も寡占的な色彩は残されている。重要なことは，直接投資が貿易志向的か逆貿易志向的か
という点にあるのであって，直接投資をする企業が競争的であるか寡占的であるかという
区別は，それほど重要な意味を持っていないのではないか。恐らく直接投資をする企業は
すべて寡占的な企業といえるのではないだろうか。
また小島教授は第6章で，フルコスト原理を用いて，比較生産費・比較利潤率対応命題
を証明されようとしているが， しかしフルコスト原理が想定できるのは，自由競争条件の
成立しない世界においてである。
次に本書の中心をなす第7章の検討に移ろう。小島教授はこの章で，直接投資と貿易が
補完的であるためには，直接投資による両国の両財の生産量の変化がどのような関係にな
ければならないかを問題にされる。そして「…直接投資が貿易志向的になるためには，ぉ
そらく投資国のリプチンスキー線が右下りならば，受資国のはそれと逆に上方に向うとい
4)本書p.111 
5) H. Johnson, • An Economic Theory of Protectionism, Tariff Bargaining, 
and the Formation of Customs Unions", J. P. E. (June) 1965 
6)本書 p.234 
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った関係にこなければならない・・・」7)として， それを図7-2のBで示されている8)。し
かし図7-2のBは， B国に資本は流入していないのであるから，小島教授のいわれるよ
うに， リプチンスキー線ではなく，財価格が一定のときに，直接投資による新技術の導入
の結果， B国のX財のみで技術水準が高まった場合の技術進歩線 (TechnicalProgress 
Line) である。かりに直接投資における資本の移動がわずかで，非特殊的であり，直接
投資における新技術が公共財的性格を持ち，さらにそれがX財に特殊的であれば，財価格
一定の下で，直接投資はX財の生産のみを拡大するであろう。したがってそのような直接
投資の結果得られる図7-2Bの直線は，技術進歩線と呼ばれるべきものである。この技
術進歩線は，財価格一定の下で，ある財だけで技術進歩が行なわれたときの，両財の生産
量に与える効果を示すもので，それは同じく財価格一定の下で， 1つの要素のみの量が変
化するときの，両財の生産に与える効果を示す， リプチンスキー線と比較されるべきもの
である。なお技術進歩線の導出については，拙稿「技術進歩線について」『関西大学経済
論集』 1977.3, を参照されたい。これを用いれば，直接投資と貿易が補完的になるか代替
的になるかということは，受資国のいずれの財が直接投資を受入れるかによって決定され
る。小島教授は投資国Aのリプチンスキー線は，資本の移動がマージナルなものとして書
かれていないのであるが， しかし小島教授のように， 「投資が貿易と補完的に働くと主張
するためには，もっと決定的な理由が示されねばならない」9)のではなく， ただ単に受資
国のいずれの財が直接投資を受けるかということに関連しているにすぎない。
さて本書には，この他に理論的な側面や政策的な提言を行なったいくつかの章があるが，
すでに藤井茂教授や池本清教授らによるコメントが寄せられているので10), ここではと
りあげないことにする。その代りわたくしは，アメリカでのR/Dセクターが新技術を開
発し．それが直接投資によって外国にトランスフアーされれば，逆貿易志向的な効果をも
たらすということを明らかにしたいと思う。
7)本書 p.219 
8)本書 p.224 
9)本書 p.220 
10) 藤井茂「書評•海外直接投資論」『世界経済評論』 1977. 5, 池本清「海外直接投資
理論の考察一比較利潤率の検討によせて」 『批界経済評論』 1975.1, 池本清「小
島●直接投喪理論に対する若干の疑問」『世界経済理論」 1976.11 
20 
小島清著『海外直接投資論」 （小田）
3 
287 
周知のように，特にアメリカではR/Dセクターが，経済の1部門として立派に存在し，
次々に新技術の生産を行なっているが，その新技術は労働のコストその他の理由でアメリ
カ国内では利用されず，直接投資を通じて外国にトランスファーされる場合が多いといわ
れる。そして R/Dセクターは，その性格からして，経済の他のセクターに比べて，最も
資本集約的であると考えられよう。問題はこのようなR/Dセククーが存在し，しかも新
技術が直接投資を通じて外国にトランスファーされる場合に，アメリカの輸出財と輸入財
の国内生産が，どのような影響を受けるかということである。以下2要素（資本と労働）
と3財 (X1,X2, ふ）モデルを用いて，この点を明らかにしたいと思う。もし直接投資
のエッセンスである新技術が，最も資本集約的な方法で生産され，それが直接投資を通じ
て外国にトランスファーされ，さらにアメリカが外国と比べて資本豊富国であれば，直接
投資を通じてより多くの資本とより少ない労働が流出することになり，要素賦存比率は接
近し，逆貿易志向的な結果になるであろう。われわれは小島教授とは別の側面から，直接
投資が逆貿易志向的になることを明らかにするであろう。
まず次のような仮定とモデルを考える。すなわち，アメリカ（自国）には一定の大きさ
の資本 (K)と労働 (L) があり，それらを完全雇用して2つの最終財 X1,X2と， R 
/D活動による生産物 Xs, 具体的には X1,X2の生産についての新技術が生産される
ものとする。その際 Xsは X2よりも，また X2はふよりも資本集約的であり， Xs
は直接投資を通じて外国にトランスファーされるものとする。またアメリカは外国に比べ
て，相対的に資本豊富国であり， 3財とも規模に関して収穫一定と，限界生産力逓減の下
で生産され， さらに財および要素市場の完全競争，部分特化などが仮定されるものとす
る。
他方，相対的に労働が豊富な外国にも，一定量の資本(~りと労働(L*)があり，それ
らを完全に雇用して， 2つの最終財 X1,X2を生産するものとする。ただし＊記号は外
国を表わす。その他の生産や市場に関する条件は，自国と同じものとする。いま両国の需
要パターンがある大きさで与えられたとき，均衡交易条件（＝一定）の下で，自国は X2
を輸出し， X1を輸入するものとする。
次に Cijをi財 U=l, 2, 3) 1単位の生産に際して，その平均費用を最小にする
i要素 (i=L,K)量とし，功をi財の生産量とすれば， 自国の完全雇用の仮定は
CLぶ~叶CL.ふ+CLふ =L (1) 
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Cx, ふ+ex.ふ+ex・ふ=K (2) 
となる。 (1)(2)から X1,X2を求めれば
X1= CL1L(k2-k)+CL1CLaふ(ks玉）Ci 
X2= CL,L)k-k1) + CL, CL, 石(k1-ks)
IC 
(3) 
(4) 
となる。ただし ICl=CL,CK,-Cg,CL,>O,k=K/L, kj=Kj/Ljである。さて仮定に
よって柏>k2>k1であるから， (3)(4)から
8X1 年 CL,(ka-k2)
axa !Cl >o 
(5) 
草＝屯CLa(k1-ka)
axs I Cl <o (6) 
となる。つまりアメリカで最も資本集約的なR/Dセクターが限界的に拡大して新技術を
生産すれば，アメリカの輸出財の国内生産は減少し，同時に輸入財の国内生産が拡大する
ことになり，超逆貿易偏向的な生産効果が生ずる。
次に直接投資を通じて Xsが外国にトランスファーされたとする。 Xaのトランスファ
ーを通じて，外国の労働と資本は， CuXa,CKsXaだけ増加する。問題はそれが外国の
2つの最終財の生産に与える効果である。生産関数は両国が共通であり，生産要素も両国
で同質であるとすれば， Xsトランスファーを受けた後の外国の完全雇用の仮定は
CL, 府+CL,府=L*+CL,Xa (7) 
CK,xt+CKaX1=K'r-+CKaXa (8) 
となる。 (7)(8)から Xt,Xt を求め，さらに axvaxa, axr;axaを求めれば
axt ＝ CぃCLa(k2-ks)<o (9) 訟 ICI
ax営＝ CL, 年 (ka-k1)axa IC! >o (10) 
となる。したがって外国が直接投資を通じて Xaを受入れれば，外国の輸出財の生産は減
少し，輸入財の生産は増加することになり， ここでも超逆貿易偏向的な生産効果が生ず
る。
以上から，直接投資のエッセンスが新技術のトランスファーであり，そしてそれが最も
資本集約的な生産方法で生産されれば，直接投資は両国の生産に対して超逆貿易偏向的な
生産効果をもたらすことが知られる。しかしこの結論は要素集約性ランキングに依存して
おり，もし， k2>k1>柏であれば， 8ふ;aふ<o,ax21aふ>o.axvaふ>o, axr 
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;aふ<oとなる。勿論，現実の要素集約性ランキングがどうなっているかは，実証分析に
待たねばならないが， しかしその性格からして，自国で新技術が最も資本集約的な方法で
生産されることは間違いないであろう。
ところで自国における生産効果は，以上のような形でとらえられるが，外国（受資国）
ではさらに新技術が X1,X2のいずれの財で用いられるかによって， 2次的な生産量の
変化が起るであろう。したがって，外国における全体としての生産効果は， 2つの効果を
加えたものになるであろう。
4 
本書は，小島教授のこれまでの著書がそうであったように，海外寵接投資に関心を持た
れるすべての研究者にとっての興味深い研究書であり，検討すべき多くの問題を投げかけ
ている必読の書である。本書が広く読まれることを希望したい。
ダイヤモンド社 1977年 2月刊 441ページ 2500円
(Aug. 6. 1977) 
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